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特集　新たな時代の、新たな流通　生協は何に、どう対応すべきなのか？
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森脇丈子氏

１．はじめに

　フランスの食品小売業の市場では、大手 6 社
による寡占状態が続いている。フランスにハイ
パーマーケット ( 以下、HM と表記 ) と呼ばれる
大規模スーパーが登場してすでに 50 年以上が経
過した。この間、店舗数の増加、売場面積の拡
大、品揃えの強化などをめぐって国内同業者間で
の競争が展開されてきた。1980 年代終盤以降に
はドイツのハードディスカウントストアのフラン
ス進出を受け、外資との競争も加わった。また、
2000 年代前後からはフランスの食品小売業でも
e-commerce を取り入れる企業グループが現れ始
め、e-commerce の強化が課題となっていく。そ
うしたなかで 2000 年頃から大手食品小売業によ
る活発な投資先の一つになったのが‘Drive’（le 
drive, les drives と表記されることもあるが、本
稿では‘Drive’で統一する）であった。‘Drive’
とは、大手食品小売業グループが開設したイン
ターネット注文サイトを利用して商品を注文し、
登録している店舗に消費者が自分で注文品を取り
に行くという買い物の形態を指す。
　本稿ではまずフランスの大手食品小売業におけ
る‘Drive’の現状について紹介する１）。その理
由は、第１に、実店舗の売上が伸び悩むなか対前
年比で成長に勢いが見られるのが‘Drive’であ
ること、第２に、フランスでは食品のオンライン
購入に関しては「宅配」よりも‘Drive’の利用
者のほうが多いこと、第３に、‘Drive’は 2000
年代後半以降設置数が急増し、設置のピークは過
ぎたが現在でも新設が続いていることによる。HM
やスーパーマーケット（以下、SM と表記）２）の売
り上げ落ち込みの回避策として、いかに‘Drive’
を収益源泉の一つに成長させることができるかが
大手食品小売業の中心課題の一つとなっている。
最後に、高齢化の進む社会にとっての「宅配」の
役割についての検討を試みる。
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２．フランスの食品小売業の
　　市場規模と歴史

　2017 年のフランス小売業の売上高（税
込み価格、暫定値）３）は、5,070 億ユーロ

（１€ ＝ 130 円換算で約 65.9 兆円）であっ
た。その内訳をみると、「食品店（主に食
品を扱う）」が 2,340 億ユーロ（同前、約
30.4 兆円）、「非食品店（主に非食品を扱う）」
が 2,310 億ユーロ（同前、約 30 兆円）、「店
舗外販売」が 420 億ユーロ（同前、約 5.5
兆円）である。売上高総額に占めるそれぞ
れの割合は、「食品店」が約 46.2％、「非食
品店」が 45.6％、「店舗外販売」が約 8.3％
である。さらに、「食品店」に限定してそ
の内訳をみると、「専門食品店、職人的商
業」が 460 億ユーロ（同前、約 6 兆円）、「小
規模一般食料品店、冷凍食品店」が 140 億
ユーロ（同前、約 1.8 兆円）、「大規模小売店」
が 1,740 億円（同前、約 22.6 兆円）となっ
ており、いわゆる HM や SM といった「大
規模小売店」が「食品店」全体の売上高に
占める割合は約 74.4％と４分の３近くに達
していることがわかる。
　つぎに、フランスでこのように大規模小
売店が優勢を占めるようになった歴史につ
いて概括する。大手食品小売業グループの
HM １号店の設立は、1963 年のカルフー
ル（Carrefour）に始まり、翌 1964 年のル
クレール（E.Leclerc）、1967 年のオシャン

（Auchan）が続く。HM の特徴は、誕生当
初からの低価格商品販売と取扱商品数の多
さ、セルフサービスを軸とした運営であっ
た。HM は 1967 年以降 1970 年代の半ばに
かけて急速に店舗数を増やし、80 年代に
は新技術を取り入れながらロジスティック
や共同購買センターといった環境整備をお
こない、また、調理済み食品、真空パック
商品などの新商品の取扱いを増やしていっ

た。80 年代後半になると、Aldi（ドイツ
のハードディスカウントストア）がフラン
スに進出した。2000 年頃からは‘Drive’
の設置が徐々に加速していった。さらに、
2010 年代になると安全や健康や環境への
消費者の関心の高まりとそれに対応した消
費行動が増え始めた。こうした消費者の反
応を受けて多くの HM では bio（有機栽培
農産物）商品、フランス産の商品などを増
やし、店舗によってはハラル食品も販売さ
れるようになり、SM でも同様の動きが広
がった（Claude SORDET[2016]）。
　過去 50 年程度の大きな流れでとらえ
ると、1960 年代以降の HM、SM の登場
によって中小零細小売業は減少してい
き、1990 年代の終わり頃にはフランスの
大手食品小売業は寡占状態に至った。共
同購買センターを経由して店舗に並ぶ大
衆消費製品 ４）（以下、日用品 [PGC] と表
記）の販売は、上位６グループのもとで
1980 年に 28％であったが現在では 90％以
上になっている（Mathieu HOCQUET et 
al.,[2016]）。こうして築かれた大手食品小
売業の寡占状態は、「割引」を基本にする
大量流通を生み出した。消費者にとっては
喜ばしい低価格商品の氾濫は、企業にとっ
ては純利益率の低い収益モデルであった。
1990 年代の終盤にはプライベートブラン
ド商品（以下、PB 商品と表記）の発展が
見られ、この領域での価格帯別商品の開発、
販売が促進されるようになった（Philippe 
MOATI[2016]）。

３．e － commerce の市場規模
　　と大手食品小売業の対応

　フランスの e-commerce 関連の情報会
社 で あ る fevad に よ る５） と、2018 年 の
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e-commerce に支出された総額は 926 億
ユーロ（130 円換算で約 12 兆円）であり、
対前年比で 13.4％の伸びであった。INSEE

（フランスの国立統計経済研究所）の「年
齢階層別にみたインターネット利用の買
い物の実施（過去 3 ヶ月）」 ６）で 2009 年と
2018 年を比較すると、全体平均では 2009
年の 28.8％から 2018 年の 50.0％へと増大
している。年齢階層別では、「15 ～ 29 歳
未満」で 37.8％から 64.6％へ、「30 ～ 44
歳未満」で 43.5％～ 67.6％へ、「45 ～ 59
歳未満」で 27.8％から 53.5％へ、「60 ～ 74
歳未満」で 13.5％から 33.4％へ、「75 歳以上」
では 1.2％から 8.9％へとすべての年齢階層
で上向きの変化を示している。
　買い物時間を短縮したいと考える消費者
にとって、インターネットの使い勝手がよ
くなり、商品や価格の比較が簡単にでき、
利用にあたっての安全性や配達の確実性

（配達指定時間の設置、商品が損傷なく届
けられることなど）が高まるにつれて、オ
ンライン購入を利用したいという動機は高
まる。
　では、e-commerce の成長は HM や SM
にいかなる影響をもたらしているのだろ

うか。HM では取扱商品の３分の１以上が
「食品」、SM では３分の２以上と規定され
ている。つまり店舗内の商品構成で「非食
品」の占める割合が HM の場合には最大
で３分の２近く、SM で３分の１近くにな
る。「非食品」には１商品当たりの単価の
高い商品もあるため、HM と SM の売上高
に「非食品」はかなり貢献してきた。しかし、
e-commerce の発達により HM や SM の「非
食品」は売上高を減少させてきている７）（図
表１参照）。とりわけ店舗内の商品構成で

「非食品」の割合が高かった HM では、「非
食品」の落ち込みが激しく、それを補うた
め「食品」を今まで以上に強化している。
消費者の支持が広がる「健康」「環境」「ロー
カル」を意識した商品の品揃えを充実させ
てきている。こうした実店舗の品揃えの充
実とともに、‘Drive’による顧客の獲得は
大手食品小売業にとっては e-commerce へ
の有効な対抗策の一つと考えられている。
なお、e-commerce による影響を受けてい
るのは HM や SM といった大規模小売店
だけではなく、小規模小売店も厳しい競争
環境に置かれている ８）。
 

( 出所 ) INSEE, Insee Informations Rapides,N°2019-200,26 juillet 2019,Chiffre d’affaires en supermarchés 
et hypermarché par type de produits. アクセス 2019 年 8 月 26 日。
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４‘Drive’の現状

４－１．‘Drive’の設置数と設置形態
　‘Drive’の１号店は 2000 年に登場した
が、当時はまだオンライン販売が活発化す
る前であったため勢いのある広がりはみせ
なかった。‘Drive’には、現状では４つ
の型がある。フランスの流通業界専門誌
LSA の記事９）をもとに‘Drive’の設置形
態について説明する。
　１つ目は、「独立型」（型の名称は LSA
による‘Drive’の分類にしたがい筆者が
訳したもの。以下も同様）である。この
型の特徴は、‘Drive’の注文サイトで受
けた注文品の荷造りと受け渡しのすべて
が‘Drive’専用の倉庫で行われる点にあ
る。「独立型」は‘Drive’の専用倉庫で
あるため、面積は広く、在庫を大量に保管
でき、顧客専用の注文品受け取りの駐車場
を 10 ～ 15 台分程度を備えている。「独立
型」‘Drive’の平均面積は 1,740㎡であるが、

‘Drive’の面積の広さは顧客獲得にとって
きわめて大事である。その理由として考え
られるのは、①倉庫内の商品ストック量の
多さ、②注文品受け取りのための駐車台数
の確保、③従業員にとっての最適な動線づ
くり、④自動化設備等の効率的な配置が可
能になることなどである。これらの特徴に
より、「独立型」‘Drive’の売上高は、他
の形態の‘Drive’のそれを圧倒的に上回っ
ている。
　２つ目は、「実店舗隣接型」である。こ
の特徴は、実店舗の敷地内（多くは実店舗
のすぐ横）に‘Drive’の駐車場を設置し
ていることである。オンラインで注文され
た商品は実店舗からピッキングされること
が多い。また、‘Drive’専用の駐車場は往々
にして２台分程度しかない。
　３つ目は、「実店舗内受け取り型」である。

この特徴は、実店舗のなかに設置されたカ
ウンターで注文品の受け取りを行う点にあ
る。商品は実店舗でピッキングされる。こ
の型は新しい土地の確保を必要としないた
め、都市部の既存のスーパーで空間の一部
を改装しての設置が進んでいる。
　４つ目は、2017 年に１号店が登場した

「歩行者用‘Drive’」である。これは仕
事帰りに徒歩で注文品を受け取りに来る
都市部の消費者を想定しており、駐車ス
ペースはない。リール市にできた１号店

（E.Leclerc グループによる）の面積は 50
㎡しかなく、取扱商品数は 12,000 である。
面積に比して取扱商品数が多いのは、ここ
での商品注文サイトと注文品の集荷が「独
立型」‘Drive’を利用しておこなわれてい
るからである。
　 上 記 の よ う な ４ つ の 型 が 存 在 す る

‘Drive’の設置総数は、2019 年５月現在
で 5,113 である。そのうち、‘Drive’専用
の駐車場を備えているのが 3,720、「歩行
者用‘Drive’」はパリ市を中心に 28 にま
で増えている。また、‘Drive’設置数を、
小売業の他の業態の店舗数と比較するとつ
ぎのようになる。店舗数の多い順に並べる
と、小型スーパー（売場面積 100 ～ 399㎡
未満）は 6,577、SM（400 ～ 2499㎡未満）
は 5,937、SDMP が 3,468、HM（2500㎡以上）
が 2,296 である 10）。SDMP（supermarchés 
à dominante marques propres： 主 に PB
商品を販売する SM）とはもともとハード
ディスカウントストアと呼ばれていた業態
のことであり、現在でも店舗の商品構成で
は圧倒的に PB 商品が多いとはいえ、近年
では野菜や果物などの生鮮品を充実させた
り、商品棚を設置したりといった改善に力
を入れており、一般のスーパーとの違いは
なくなってきている。‘Drive’の設置数は、
フランスで伸び悩みの続くこの SDMP の
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店舗数をすでに追い抜いた。大手食品小売
業が次々と‘Drive’の設置数を増やした
ため、一時は「‘Drive’も飽和状態」と言
われたが、‘Drive’にはまだ成長の余地が
残されているとの指摘もある。超大型 HM

（売場面積 7,500㎡以上）のうち９割以上が
‘Drive’を設置済みであるが、小型 SM（同
前 2,000㎡未満）での設置はまだ 44％に過
ぎない 11）。

４－２．‘Drive’の利用状況
　日本では長年の歴史をもつ生協の宅配シ
ステムが定着しているが、フランスの食品
スーパーによる宅配は都市部でここ数年一
挙に増加し始めたという段階である。フラ
ンスの流通業界専門誌 LSA によると、フ
ランスにおけるオンライン経由の商品購
入総額 75 億ユーロ（2017 年）の内訳は、

「‘Drive’もしくは注文品の店舗での受け
取り」が 49 億ユーロ、一般の「宅配」が
26 億ユーロである 12）。‘Drive’が支持さ
れる最大の理由は「買い物時間の短縮」で
あり 13）、現状では受け取りの時間指定が
でき、注文して 2 時間後からの受け取りが
一般的になっている。フランスの「宅配」
は配達時間指定などが日本のように発達し
ていないため、利用者にとっては‘Drive’
のほうが自分の都合にあわせた行動をとり
やすい。
　郊外に立地しているフランスの HM は
平均売場面積が 5,000㎡を超え、大規模な
駐車場を備えている。豊富な商品の品揃え
は HM の強みであるが、広い売場を歩き
回って目的の商品を探し出し、レジの長い
待ち時間に耐え、商品を自分で袋詰めにし
て持ち帰る作業は時間を要し、かつ、とて
も疲れる作業である。そのため、同じ価格
で同じ商品が買えるならば重くてかさばる
商品は‘Drive’で買う方が便利であると

の認識が消費者に広がってきている 14）。
　消費者や購買行動に関する市場調査会社
の Nielsen による 15）と、欧州諸国の日用
品 [PGC] 市場におけるオンライン購入の割
合が高いのはフランスの 7.1％、イギリス
の 6.3％である。しかし、両国のオンライ
ンによる食品購入には明確な違いがある。
イギリスで支配的なのは「宅配」であるが、
フランスにおけるオンラインでの食品購入
の 10 回のうち 8 回が‘Drive’によるもの
である。フランスの日用品 [PGC] の売上高
に占める‘Drive’の割合は 5.7％、「宅配」
は 1.4％である。同じ資料では、フランス
のオンラインで日用品 [PGC] を買う世帯
のうち、「宅配」利用は世帯の 22.1％、年
間の利用回数は５回、１回あたり平均購入
額は 42 ユーロである。‘Drive’利用は世
帯の 26.7％、年間の利用回数は 11 回、１
回あたりの平均購入額は 68 ユーロである。
日用品 [PGC] 購入額で両者を比較すると、

‘Drive’が 81％、「宅配」が 19％に該当する。
　Nielsen の別の記事 16）では、日用品 [PGC]
のオンライン購入の拡大を成功に導くファ
クターを４つの側面から説明している。そ
れらは、基礎面での「国内総生産」、「銀行
口座の普及」、「インターネットの普及」、

「スマートフォンの普及」、マクロ面での
「商業活動の敏捷さ」、「人口密度」「郵便・
配達への信頼性」、社会面での「信頼感」、

「貯蓄のあり方」、そして供給面での「日用
品（PGC）商人の成熟」である。これら
に補足して、‘Drive’の成長には HM や
SM という実店舗での購入経験が大事な役
割を果たしていると考えられる。行きつけ
の HM や SM でいつも購入する商品があ
る消費者は、買い物の場所を実店舗から

‘Drive’に変えるという選択にあまり躊躇
はなかったといえよう。すでにその商品の
質や価格を知っているからである。そうし
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た場合には、より苦労（時間的、肉体的、
精神的）の少ない便利な買い物方式が選択
されやすいのである。とはいえ、フランス
での買い物はまだまだ実店舗利用が多いの
が実態で、特に食品に関しては「知覚リス
ク」の回避を望む消費者が多い 17）。

４－３．‘Drive’の成長にとっての課題は
何か
　では、‘Drive’数の増加は大手食品小
売業にとってプラスの影響だけをもたらす
のであろうか。‘Drive’の設置が加速し
た時期には、実店舗の顧客が‘Drive’に
流れるだけで小売市場が成長するわけで
はなく、実店舗の売上高や収益が減るだ
けだといった見方もあった。だが、１回
あたりの商品購入額が HM よりも大きい

‘Drive’の成長に対する期待は大きい。実
際、‘Drive’利用者はそれまで使ってい
た HM や SM の利用回数を減らすことは
あっても、実際は‘Drive’で買う商品と
実店舗で買う商品をうまく分けて両方を利
用していることが多い（Delphine Pernot/
Anne Aguiléra[2017]）。
　また、‘Drive’の商品構成では収益幅の
大きい PB 商品の割合を実店舗よりも増や
しやすい。インターネット画面上に PB 商
品を目立ちやすく表示することができるか
らである。販売量や売上高が伸びたとして
も収益に結びつかないこともあるため、販
売促進の回数、実店舗と‘Drive’とで商
品構成（PB 商品と NB 商品の割合）をど
うするかといった点も収益を左右する。現
状においては、e-commerce への対抗手段
として、実店舗の売上減少をカバーすると
いう意味での‘Drive’の役割があるとい
えるだろう。
　だが、e-commerce 企業が食品分野の
取扱いを増やし、かつ、それが消費者に

支持されるような状況が築かれるならば、
‘Drive’に多額の投資を続けてきた大手食
品小売業は致命的な打撃を受けることにな
る。それを回避するためには、実店舗なら
びに‘Drive’の双方で顧客の満足感をい
かに高め続けることができるか、今よりも
さらに IT 関連への投資を拡大してそれら
の基盤を盤石にしていく必要にも迫られて
いる。それらへの対応として、実店舗では
マルシェ風の生鮮品の配置を増やしたり、
店舗内におしゃれなレストラン空間（店内
の食材を使い、店内で調理する）を設けた
りといった取組もみられる。‘Drive’のさ
らなる発展でネックになるのは、インター
ネットサイトやロジスティックをいかに改
良していけるか、そのための人材や資金が
どこまで確保できるかといった問題であ
る。IT 面の強化に関しては、大手食品小
売業自身での対応には限界もある。そのた
め、IT 企業と配送面などで提携するとこ
ろも出てきており、どの IT 企業と手を組
むかといった課題が大手食品小売業の今後
の成長を左右する可能性はきわめて高いと
いえる。

５．おわりに

　フランスは、人口約 6,699 万人（2019 年
１月１日現在）で、平均寿命（2017 年）
は女性が 85.3 歳、男性が 79.5 歳の長寿国
である。高齢化が進んでいる点は日本と同
じだ 18）が、若年層も働き盛りの年齢層も
厚い。2019 年１月１日現在の年齢別に見
た人口構成は、「20 歳未満」が約 1600 万
人（総人口に占める割合：24.1％）、「20 ～
59 歳」は約 3,333 万人（同前 49.8％）、「60
歳以上」は約 1750 万人（同前 26.1％）で
ある 19）。フランスでは地方の商店街閉鎖
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による町の衰退が指摘され、生活上の不便
が増しているといった話もある。だが現状
では車が運転できない人口がまだそれほど
多くはない。そのおかげで‘Drive’を便
利に使いこなして買い物の負担を軽減する
消費者が増え続けている。
　しかしながら、フランスでも今以上に高
齢化が進み、買い物の不便さにより生活の
質が低下する人が増えると「宅配」の必要
性が今以上に求められるようになるだろ
う。amazon のような IT 企業がどこまで
食品販売に本腰を入れるのか、大手食品小
売業はどういった形でそれに対抗するの
か。消費者にとっては、安心できる食材が
適切な価格で手に入ることが大切だが、配
送料を含めての低価格競争は生活の安全や
労働条件の悪化をもたらすこともある。し
ばらくは都市部で始まった宅配が消費者の
ニーズと食品小売業との収益との関係でど
のような成果をもたらすかについて、しっ
かりと見ていく必要がある。
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